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国名
海上密輸等取締能力強化計画

マレーシア

Ⅰ 案件概要

事業の背景

マラッカ海峡及び東マレーシア海域で発生する密輸、密入国等の海上事犯はマレーシアにおける持続
可能な成長に向けた経済活動を阻害するとともに、海賊、武装強盗、テロ行為等の発生の助長につなが
るものであった。マレーシア税関（RMC）の支援サービス/海事課は密輸取り締まりを実施していたが、
現有の機材は長い海岸線上で広域化及び多様化する密輸ルートを取り締まるのに不十分なものとなっ
ていた。

事業の目的
マレーシア領海、特にマラッカ海峡及び東マレーシア海域において、巡視船艇及び夜間の取り締まり

に必要な搭載機材を調達することにより、海上密輸及びその他不法行為に対する RMC による 24 時間同
時監視海域の拡大と夜間（暗黒状態）における取り締まりを実現する。

実施内容

1. 事業サイト：マラッカ海峡沿いの海上税関基地（ランカゥイ、ペナン、ルムッ、ポートクラン、マ
ラッカ、ジョホールバル）及び東マレーシア海岸沿いの海上税関基地（ビンツル、ミリ、サンダカ
ン、タワゥ）

2. 日本側の実施
高速艇（10 隻）及び携帯型赤外線監視カメラ（14 台）の調達（調達数量は計画どおりだが、細部
について変更あり。例：RMC の機材標準に厳格に従い、消火器の種類を変更等。）

3. 相手国側の実施
船艇の受取り場所から配備基地への自力回航及び必要な燃料の手配

事前評価実施年 2008 年 交換公文締結日 2009 年 3月 30 日 事業完了日 2011 年 2 月 25 日

事業費 交換公文限度額：714 百万円 供与額：448 百万円

相手国実施機関 マレーシア税関（RMC）

受注企業 財団法人日本造船技術センター、ヤマハ発動機株式会社

Ⅱ 評価結果

1 妥当性

本事業の実施は、事前評価時・事後評価時ともにマレーシアの開発政策及び開発ニーズと十分に整合している。開発政策に
ついて、本事業は「持続可能な成長路線及び回復力と競争力」を持つ経済の確立を目指した「第 3次長期総合計画（2001-2010
年）」及び「第 9次マレーシア国計画（2006-2010 年）」、国境の安全に対する脅威を含む将来の動向への対応を示した RMC の「3
つのチャレンジ（2007 年）」、及び海上での不法行為防止のために全国的な共同巡視による政府機関間1の協力を促す「マレー
シア国家ブルーオーシャン戦略（NBOS:2011 年-）」と整合している。開発ニーズについて、本事業は RMC の能力強化によりマ
ラッカ海峡及び東マレーシア海域での不法行為に対処する必要性と整合している。また、本事業は事前評価時において、マレ
ーシアが自助努力のみで課題克服が困難な分野への支援を行うと定めた国別援助計画（2002 年）やテロ対策等治安無償資金協
力（本事業が該当）等の日本の援助政策とも整合している。よって、妥当性は高い。
2 有効性・インパクト

本事業の実施により、事業目的として掲げられた「RMC による 24 時間同時監視海域の拡大と夜間（暗黒状態）における取り
締まりの実現」については、概ね計画どおりの効果が発現した。本事業実施前において、巡視船艇の数は、増加し続ける高速
の違法船を追跡することが不可能な低速の船艇を含めても全海域で 24 時間取り締まりを行うには不十分であった。本事業実
施後には、本事業において調達された船艇及びマレーシア側の自己資金で調達された船艇の使用により、すべての基地に十分
な数の高速艇が配備され（指標 1）、すべての監視区画において 24 時間取り締まりが可能となった（指標 2）。事後評価時にお
いて、ほぼすべての高速艇が活用されている。

本事業において調達された携帯型赤外線監視カメラにより、本事業実施前には不可能であった夜間（暗黒状態）の取り締ま
りが可能となり、RMC は通常夜間に行われるマレーシアへのタバコや麻薬の密輸等の違法行為に対処できるようになった。し
かしながら、携帯型赤外線監視カメラの稼働数は 2011 年の 14 台（10 基地）から 2014 年の 6 台（4 基地）へと徐々に減少し
た。これを受け、RMC は監視カメラの十分な活用を目指した国家レベルのセミナー実施を 2015 年 1月に実施済みである。した
がって、近い将来、すべての機材が十分に活用されることが期待される（詳細は「4 持続性」参照）。

インパクトについて、本事業による RMC の取り締まり能力強化がマレーシアにおける海上治安の改善に貢献したのかは入手
できた統計情報からは判断できない。RMC が検知した密輸件数の合計（陸上及び海上）は 2011 年にやや減少したが、RMC によ
れば、これはおそらく本事業において調達された船艇及び機材の使用による取締・抑止効果によるものと考えられる。また、
逮捕件数及び逮捕率は減少している（下記のグラフ参照）2。

よって、有効性・インパクトは高い。

定量的効果

指標
2008 年

（実施前）実績値

目標年 2011 年

（実施後）目標値

目標年 2011 年

実績値

事後評価年 2014 年

実績値

指標 1：取り締まりに適し

た各基地現有高速艇の数

（マレーシア側自己資金

で調達された高速艇を含

ランカゥイ、ペナン、

ルムッ、ポートクラ

ン、マラッカ、ジョホ

ールバル（マラッカ海

3隻 4隻 4隻 4隻

                                                  
1 警察特殊部隊（GOF）、マレーシア国家警察（RMP）、国防軍、マレーシア海軍（RMN）、マレーシア空軍（RMAF）、RMC、内務省入国管理局・、

農業省水産局
2 2009 年における件数増加は当該年に実施された統合的大規模オペレーションによるものである。



む） 峡）

サンダカン、タワゥ、

ビンツル、ミリ（東マ

レーシア海域）

1隻 2隻 2隻 2隻

指標 2：各基地の監視区画

のうち同時に24時間取り

締まりできる区画の数

ランカゥイ、ペナン、

ルムッ、ポートクラ

ン、マラッカ、ジョホ

ールバル（マラッカ海

峡）

3 区画のうち 2区

画(1) 3 区画すべて(1) 3 区画すべて(1) 3 区画すべて(1)

サンダカン、タワゥ、

ビンツル、ミリ（東マ

レーシア海域）

外洋 2 区画のうち

1区画(2) (3)

外洋 2区画すべて
(2) (3)

外洋 2区画すべて
(2) (3)

外洋 2区画すべて(2) 

(3)

指標 3: 携帯型赤外線監視カメラを配備しての取

り締まりが可能な艇数（夜間の取り締まりができ

る保有艇数、または取り締まりに使用可能な携帯

型赤外線監視カメラの数）

なし

保有艇全 111 艇の

うち 14 台配備。

ランカゥイ：2

ペナン：1

ルムッ：1

ポートクラン：2

マラッカ：1

ジョホールバル：2

サンダカン：1

タワゥ：2

ビンツル：1

ミリ：1

保有艇全 111 艇の

うち 14 台配備。

ランカゥイ：2

ペナン：1

ルムッ：1

ポートクラン：2

マラッカ：1

ジョホールバル：2

サンダカン：1

タワゥ：2

ビンツル：1

ミリ：1

保有艇全 111艇のう

ち 6台配備。

ランカゥイ：0

ペナン：0

ルムッ：0

ポートクラン：0

マラッカ：1

ジョホールバル：2

サンダカン：0

タワゥ：2

ビンツル：0

ミリ：1

出所：RMC

(注) 事前評価において、対象範囲は次のとおり検討された。(1)ランカゥイ、ペナン、ルムッ各基地において、既存船艇による取り締まり

は荒天時（通年で約 20％）には不可能であった。したがって、3 区画における 24 時間（同時）の取り締まり日数目標は 365×0.8 日間とさ

れた。(2)サンダカン、タワゥ、ビンツル各基地において、1区画における既存船艇による取り締まりは日常保守点検のため、週 5日に限ら

れていた。したがって、2 区画における 24 時間（同時）の取り締まり日数目標は週 5 日とされた。(3)ミリ基地において、既存船艇による

取り締まりは静穏状態のみ（1 区画では通年で 35％以下）に限られていた。もう 1 区画では日常保守点検のため、週 5 日に限られていた。

したがって、2区画における 24 時間（同時）の取り締まり日数目標は 365×0.35×5÷7日間とされた。

3 効率性

事業費実績は入札価格が予定価格を下回ったことにより計画内に収まったが（計画比 63％）、事業期間については、マレー
シア側におけるコンサルタント雇用契約内容の確認手続き変更により計画を若干上回った（計画比 115％）。アウトプットにつ
いては、概ね計画どおりであったことが確認された。よって、効率性は中程度である。

4 持続性
本事業で調達された機材の運営・維持管理は実施機関である RMC によって行われている。RMC の各基地が、それぞれに配置

された高速艇と赤外線監視カメラの運営・維持管理責任を有している。
体制面は、事前評価時に想定された体制が十分に確立されている。一方、効率的で効果的な保安・警備サービスをより低コ

ストで実現するためにマレーシア政府が組織のスリム化を図ったことにより、各基地に配属されている職員数は減少してい
る。しかしながら、RMC によれば、現在の職員数は全高速艇の運営・管理を行うのに十分だとのことである。技術面において
は、RMC が職員に対し、船上訓練を含め、定期的に高速艇や搭載機材の扱い方等についてトレーニングを提供している。しか
し、2014 年中頃に調査したところ、10 基地のうち 6 基地では人材の配置転換等により、本事業で調達された携帯型赤外線監
視カメラが十分に活用されていないことが確認された。そのため、RMC は監視カメラを十分に活用するための国家レベルのセ
ミナーを 2015 年 1月に実施した。

財務面については、高速艇の運営・維持管理のために確保された予算は計画より大幅に少ない（2013 年には 10 隻に対し約
32 万 2,000 リンギットが確保された）。しかしながら、維持管理予算は修繕費実績に基づいて配分されており、仮にエンジン
の維持管理を行う場合で配分された予算では足りない場合、追加の予算が配分されるため、財務面にかかる懸念はない。維持
管理面は、本事業で調達された高速艇や機材は赤外線監視カメラ 1台のソフトウェアに問題がある以外は、概ね良い状態であ
る。維持管理は民間会社により定期的に行われており、スペアパーツの在庫と追加入手にかかる問題もない。

以上により、実施機関の技術面及び維持管理状況に軽度な問題があり、本プロジェクトによって発現した効果の持続性は中
程度である。

5 総合評価

本事業は、事業目的とした「RMC 各基地に調達・配備された高速艇の活用による 24時間同時監視海域の拡大」をほぼ達成し
たが、夜間（暗黒状態）の取り締まりに必要な携帯型赤外線監視カメラの活用率は減少している。持続性については、十分な
組織体制と安定した収入が確保されており、体制面及び財政面において問題は見受けられなかった。技術面及び維持管理面で
は赤外線監視カメラの活用方法についてトレーニングを受けた人材の配置転換や監視カメラにソフトウェアの問題がみられ
るなど、いくつかの軽微な問題がある。効率性については、事業期間が計画を若干上回った。

総合的に判断すると、本事業の評価は高いと言える。



Ⅲ 教訓・提言

実施機関への提言：
RMC 本部への提言：故障や人材の配置転換等により本事業で調達された機材が十分に活用されていないことが判明した場合、
迅速な修繕や技術的ワークショップの開催等の必要なサポートを提供するとともに、機材の活用状況をモニタリングすること
が望まれる。

JICA への教訓：
トレーニングを受けた人材の配置転換により調達された機材の運用に影響が生ずることがないよう、機材の扱い・活用方法に
かかる継続的なトレーニングが事業完了後も実施される必要があることを事業計画段階において相手国側に対し説明してお
く必要がある。

RMC 基地により検知・逮捕された密輸件数（陸上及び海上）
高速艇


